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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第２区分
【発行日】平成20年11月6日(2008.11.6)

【公表番号】特表2004-509900(P2004-509900A)
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【年通号数】公開・登録公報2004-013
【出願番号】特願2002-529123(P2002-529123)
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【手続補正書】
【提出日】平成20年9月17日(2008.9.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】特許請求の範囲
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
　　【請求項１】　以下の式（Ｉ）：
【化１】

を有する化合物であって、ここで、ＹはＨまたは水酸基保護基であり、Ｘは炭水化物の残
基であり、そしてｎは１～（該炭水化物中の利用可能な水酸基の数）の値を有する、化合
物、または薬学的に受容可能な該化合物の塩。
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　　【請求項２】　Ｘが糖である、請求項１に記載の化合物。
　　【請求項３】　ＹがＨ、（Ｃ４～Ｃ６）アセチル、（Ｃ１～Ｃ５）アシル、または（
Ｃ１～Ｃ５）アルキルである、請求項１に記載の化合物。
　　【請求項４】　Ｘが単糖の残基または二糖の残基である、請求項１に記載の化合物。
　　【請求項５】　Ｘが多糖の残基である、請求項１に記載の化合物。
　　【請求項６】　残基が、アセタールまたはケタールとして保護される少なくとも１つ
のＣＨＯＨ－ＣＨＯＨ部分を含む、請求項４または５に記載の化合物。
　　【請求項７】　Ｘが化学的に改変されたセルロースの残基である、請求項１に記載の
化合物。
　　【請求項８】　前記化学的に改変されたセルロースが、ヒドロキシプロピル－メチル
セルロース、ヒドロキシエチルセルロース、またはヒドロキシプロピルセルロースである
、請求項７に記載の化合物。
　　【請求項９】　前記炭水化物が、化学的に改変された糖または化学的に改変されたデ
ンプンである、請求項１に記載の化合物。
　　【請求項１０】　薬学的に受容可能なキャリアと組み合わせて請求項１に記載の化合
物を含む、薬学的組成物。
　　【請求項１１】　経口投与に適合された、請求項１０に記載の組成物。
　　【請求項１２】　局所投与に適合された、請求項１０に記載の組成物。
　　【請求項１３】　以下の式（ＩＩ）：
【化２】

を有する化合物であって、ここで、Ｒ’はＨまたは水酸基保護基であり、ＲはＨ、（Ｃ１

～Ｃ４）アルキルまたはベンジルであり、ＸおよびＺは水酸基含有アミノ酸またはビス（
カルボキシ）アミノ酸の各残基であり、ＹはＸおよびＺと共有結合している部分であり、
ｎは０～１であり、ｍおよびｋは、０～（アミノ酸ＸおよびＺ中の利用可能な水酸基の数
）であり；ｑおよびｐは、０～（アミノ酸ＸおよびＺ上の利用可能なＣＯ２基または薬学
的に受容可能なそれらの塩の数）であり、ただし、ｍおよびｑならびにｐおよびｋの両方
は、０ではない、化合物、または薬学的に受容可能な該化合物の塩。
　　【請求項１４】　以下の式（ＩＩＩ）：
【化３】

を有する化合物であって、ここで、Ｒ１はＨまたは水酸基保護基であり、ＲはＨ、（Ｃ１

～Ｃ４）アルキルまたはベンジルであり、Ｘは水酸基含有アミノ酸の残基であり、Ｚは水
酸基含有アミノ酸またはビス（カルボキシ）基含有アミノ酸の残基であり、ＹはＸおよび
Ｚと共有結合している部分であり、ｎは０～１であり、ｍは、１～（アミノ酸Ｘ中の利用
可能な水酸基の数）であり、ｐは、１～（アミノ酸ＸまたはＺ上の利用可能なＣＯ２基の
数）である、化合物、または薬学的に受容可能な該化合物の塩。
　　【請求項１５】　ｍ、ｑ、ｐ、およびｋの各々が１である、請求項１３に記載の化合
物。
　　【請求項１６】　ｍおよびｋが０であり、ｑおよびｐが１である、請求項１３に記載
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の化合物。
　　【請求項１７】　ｎ＝０、ｍ＝０、およびｋ＝０であり、Ｘはグルタミン酸、アスパ
ラギン酸、またはチロシンである、請求項１３に記載の化合物。
　　【請求項１８】　ｍ＝ｐ＝１であり、ｎは０であり、そしてＸはチロシン、スレオニ
ン、またはセリンである、請求項１４に記載の化合物。
　　【請求項１９】　ｍ＝ｎ＝ｐ＝１であり、ＹはＣ（Ｏ）ＣＨ２ＣＨ２Ｃ（Ｏ）または
Ｃ（Ｏ）ＣＨ＝ＣＨ（ＣＯ）である、請求項１４に記載の化合物。
　　【請求項２０】　以下の式（ＩＶ）：
【化４】

を有する化合物であって、ここで、ＬおよびＬ’は、独立して、Ｈ、（Ｃ１～Ｃ６）アル
キル、または水酸基保護基、もしくは少なくとも１つの脂肪アルコール、脂肪エステル、
またはそれらのアナログを含む有機部分であり、ＬおよびＬ’の少なくとも１つは該部分
である、化合物。
　　【請求項２１】　ＬまたはＬ’の少なくとも１つが－（Ａ）（Ｙ）（Ｚ）ｎであり、
ここで、Ａは（Ｃ１～Ｃ６）アルキルであり、ＹはＨ、ＯＨＮ（Ｒ１）（Ｒ２）（Ｒ３）
または［－Ｏ（ＰＯ３

－）－ＡＮ（Ｒ１）（Ｒ２）（Ｒ３）］であり、ここで、Ｒ１、Ｒ
２、およびＲ３は、各々（Ｃ１～Ｃ４）アルキルであるか、またはＲ１およびＲ２はＮと
共に（Ｃ５～Ｃ７）複素環であり、必要に応じて１または２個のＮ（Ｒ３）、Ｓ、非ペル
オキシドＯまたはそれらの組み合わせで置換されており；ｎは１～２であり、ＺはＹＲで
あり、ここで、ＹはＯ、Ｓ、ＮＨ、Ｎ（ＣＨ３）、ＮＨＣ（Ｏ）、またはＯＣ（Ｏ）であ
り、そしてＲは（Ｃ８～Ｃ２２）アルキルであり、必要に応じて１～２個の二重結合で置
換されており、ただし、ＬまたはＬ’の一方が１，３－ジヘキサデカノイルプロパ－２－
イルである場合、もう一方はＨではない、請求項１７に記載の化合物または薬学的に受容
可能な該化合物の塩。
　　【請求項２２】　Ｌ’が－（Ａ）（Ｙ）（Ｚ）ｎであり、ＬがＨ、（Ｃ１～Ｃ６）ア
ルキル、または水酸基保護基である、請求項２１に記載の化合物。
　　【請求項２３】　ＹがＯＣ（Ｏ）である、請求項２１または２２に記載の化合物。
　　【請求項２４】　Ｒが（Ｃ１０～Ｃ２２）アルキルである、請求項２０に記載の化合
物。
　　【請求項２５】　Ｙが、－Ｏ（ＰＯ３

－）ＣＨ２ＣＨ２Ｎ（ＣＨ３）３
＋である、請

求項２１または２２に記載の化合物。
　　【請求項２６】　（Ａ）（Ｙ）（Ｚ）ｎが、ＣＨ［ＣＨ２Ｚ］［ＣＨ２Ｙ］である、
請求項２１または２２に記載の化合物。
　　【請求項２７】　以下の式（Ｖ）：
【化５】

を有する化合物であって、ここで、Ｌは独立してＨ、（Ｃ１～Ｃ６）アルキル、または水
酸基保護基であり、ｎは２～６であり、そしてＬ”は（Ｃ２～Ｃ１２）アルキルであり、
必要に応じて１－３－Ｏ－が介在する、化合物。
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　　【請求項２８】　Ｌ”が１，ω－アルキレンジオールのアルキル残基である、請求項
２７に記載の化合物。
　　【請求項２９】　Ｌ”が－（ＣＨ２）３－であり、ｎが２である、請求項２７に記載
の化合物。
　　【請求項３０】　Ｌが（Ｃ２～Ｃ７）アシルである、請求項２７に記載の化合物。
　　【請求項３１】　Ｌがアセチルである、請求項２７に記載の化合物。
　　【請求項３２】　１，３－ビス（４－アセトキシブチロイル）プロパン。
　　【請求項３３】　医学的治療において使用するための組成物であって、
　請求項１～３２のいずれかに記載の化合物
を含む、組成物。
　　【請求項３４】　γ－ヒドロキシブチレートを用いた処置に対して感受性である状態
または病理を処置するための医薬を調製するための、請求項１～３２のいずれかに記載の
化合物の使用。
　　【請求項３５】　γ－ヒドロキシブチレート（ＧＨＢ）による処置に対して感受性で
ある状態または病理を患った哺乳動物を処置するための組成物であって、
　請求項１～３２のいずれかに記載の化合物
を含む、組成物。
　　【請求項３６】　薬学的に受容可能なキャリアと組み合わせて請求項１～３２のいず
れかに記載の化合物を含む、薬学的組成物。
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